
平成25年度専修学校関係概算要求について

文部科掌省生濯学習政箪局生涯掌習権進課

1国家戦略としての人材養成プロジェクト等の推進
25年度

要求額

　　　　［単位：百万円］

（24年度当初予算額）

O成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進【拡充】 1，799
（ 479）

※重点夏求

　「グリーン」「ライフ」「農林漁業」等成長分野における取組を先導する産学官コン
ソーシアムを組織化し、中核的専門人材養成のため、専門学校、高等専修学校、大学、
短期大学、高等専門学校、高等学校等と産業界・関係団体等の連携を強化し、社会人学
生・生徒が自らのキャリアパスを描けるような「学習ユニット積み上げ方式」等による
学びやすい学習システムを構築する。

【推進分野等】

　環境・エネルギー、医療・福祉・健康、食・護林水産、クリエイティブ（デザイン、ファッション、
　アニメ、美容等）、観光、lT（クラウド、ゲーム・CG・自動車組み込み等）、社会基盤整備、
　中小企業の経営基盤強化、グローバル専門人材育成　など

O専修学校の質保証・向上に関する調査研究【新規】

　　　専修学校の質保証・向上を図るため、学校評価・情報公開の促進に向けた調査研究、
　　学校評価モデルの実践研究、研修モデルの実証・開発などの取組を総合的に推進する。

25
（ 0）

O専修学校留学生就職アシスト事業【新規】 79
（ 0）

　日本再生戦略の目的である「2020年までに質の高い外国人学生30万人の受入れ」を
達成するため、専修学校における外国人留学生に対する来日の動機づけから就職までを
支援し、産業界等との連携の下、留学生受入れ拡大を図る。

O国費外国人留学生制度（専門学校分）
　　　専修学校（専門課程）における国費留学生の計画的受入れを推進する。

590
（ 573）

O私費外国人留学生学習奨励費（専門学校分含む）
　　　大学、大学院、高等専門学校、専修学校の専門課程、我が国の大学に入学するための
　　準備教育を行う課程を設置する教育機関又は我が国の日本語教育機関に在籍する私費外
　　国人留学生を支援する。

6，387

の内数

（ 6，723）

の内数

大学院レベル　月額65，000円

学部レベル　　月額48，000円

○留学生交流支援制度（専門学校分含む）

　日本の大学や専門学校等の高等教育機関が実施する1年以内の学生等派遣、または1
年以内の留学生受入れのプログラムに参加する学生等を支援する。

7，809

の内数

（ 2，016）

の内数

奨学金　　（派遣）　月額　60，000円～1∞，000円

　　　　（受入れ）月額80，000円
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0成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進【拡充】

　　　（再掲）　※重点要求

　　　成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業において、高等学校や高等
　　専修学校と大学・短大・高等専門学校・専門学校等、地域の中小企業、医療・福祉施設
　　等との連携による職業実践的なプログラムの開発や、疑似職場体験の機会の提供などを
　　通じた実践的な職業教育の取組等を新たに実施する。

1，799
（ 479）

O公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム【新規】

（専修学校分含む）

　公民館等をqコ心として行政を含む様々な機関が連携・協働し、様々な地域課題を解決
するための先進的な取り組みを支援。これらの取り組みの一つとして専修学校等、NP
O、企業・福祉施設等と連携し、中高生等への擬似職場体験の機会提供を通じた実践的
な職業教育支援の取組みを推進する。

400　　（

の内数

0）

2　東日本大震災の復興に向けた支援

O東日本大震災からの復興を担う専門人材育成支援事業 450
（ 450）

※復興庁一括計上

　震災により大きく変化した被災地の人材ニーズに対応し、復興の即戦力や次代を担う
専門人材の育成を推進するため、専修学校・専門高校等の教育機関と地域・産業界との
連携により、専門人材育成コース等の開発や就職支援体制の充実強化を図る。

（専修学校等における人材育成コース）
【分野】再生可能工ネルギー（建築・土木・電気、電気自動車、スマートグリヲド等）、

　　　食・農林水産、観光、介護、医療情報事務、土木・建築・電気など
（専門高校における人材育成プログラム）
【分野】農業、工業、商業、水産など

O被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金 （H23～H26までの基金） （ ）

　被災月童生徒就学支援等臨時特例交付金（高校生修学支援基金）を活用した授業料等
減免措置に対する支援する。

（対象者）　　震災により、職業技術の教育等を目的とする学校への就学が困難となった生徒
専修学校高等課程・専門課程：修業年限1年以上
　・専修学校一般課程、各種学校：原則修業年限2年以上
（補助率）　　高等課程（10／10）、その他の課程（2／3）

（対象事業）　都道府県において行う授業料等減免事業

平成24年度第3次補正予算
　　　　41，057，954干円

　　　　　　　の内数

O被災私立高等学校等教育環境整備支援臨時特例交付金
　　　（H23～H26までの基金）

　　　被災3県の学校法人及び準学校法人が設置する私立専修学校・各種学校の安定的・継
　　続的な教育環境の保障、地域の安全・安心や復興への貢献等を図る取組に対して支援す
　　る。

（ ）

平成24年度第3次補正予算

　　　　2」12．564干円

（対象）　学校法人立及び準学校法人立の専修学校
　　　　学校法人立及び準学校法人立の各種学校（修業年限2年以上）

O被災した生徒等へのメンタルヘルスケア対応

　　　スクールカウンセラー等の緊急派遣を都道府県等に委託。
　　　　　・緊急スクールカウンセラー等の派遣　1，3∞人の内数

（専修学校等分含む） 4，010 （ 41702）

の内数
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3　安心して学べる環境の実現に向けた修学支援

○大学等奨学金事業の充実（専門学校分含む）

　　※「日本再生職略」における［人材育成載略］に係る1点要求（一榔）

　　※復旧・復興対繁に係る経費（一部）

129，351

の内数

（ 126，669）

の内数

　意欲と能力のある学生等が経済的理由により進学等を断念することなく予見性を持っ
て安心して修学できる環鏡を整備するため、貸与基準を満たす希望者全員に奨学金を貸
与できるよう、貸与人員の増員及び進学前の「予約採用」枠を拡大するとともに、返還
者の状況に応じたきめ細やかな対応など奨学金事業の一層の充実を図る。

※上記のうち、重点要求　　　83，365百万円

※上記のうち、復旧復興対策　7，512百万円

◆貸与人員　　　　　133万9干人　⇒　143万9干人（9万9干人増）

　　・無利子奨学金　38万3千人　⇒　　41万9干人（3万6千人増（うち新規増2万人））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［被災学生等1万人を含む【復興特別会計】］
　　・有利子奨学金　95万6千人　⇒　101万9千人（6万3千人増（うち新規増1万4千人））

O高等学校等就学支援金（高等専修学校分含む）

全ての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込める社会をつくるため、専修学校
（高等課程）の生徒については高等学校等就学支援金を支給する。

（支給上限額）年額118，8∞円（低所得世帯には、さらに59，4∞円～118．800円を加算して支給）

　　（参考）専修学校（高等課程）生徒数：39，719人（平成24年5月1日現在）

160，003

　　の内数

（ 157，680　）

　の内数

O私立学校施設整備費補助金【拡充】

対象：学校法人・準学校法人立の専修学校（専門課程、高等課程）
事業メニュー：
・教育装置・学内LAN装置
・専修学校防災機能強化緊急特別推進事業（耐震補強）　【拡充】
・専修学校防災機能強化緊急特別推進事業（防災機能強化）　【新規】
専修学校防災機能強化緊急特別推進事業（バリアフリー推進）　【新規】
エコキャンパス推進事業（太陽光発電）　【新規】
エコキャンパス推進事業（エコ改修）　【新規】

170，700干円

393，503千円

747，372千円

10，500千円

34，200千円

58，710干円

1，415
（ 397）

○私立大学等研究設備整備費等補助金 515
（ 686）

対象：学校法人・準学校法人立の専修学校（専門課程、高等課程）
事業メニュー：
情報処理関係設備 515，480干円

O専修学校教員研修事業等補助
　　　一般財団法人　職業教育・キャリア教育財団が行う教員研修に要する経費の一部を補助する。

8 （ 8）
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専修学校の質保証・向上に関する調査研究

平　25 25　万円

驚　景　〕

◆職業教育の充実
教育活動の評価を促進するための

評価の仕組みの整備が必要。
★中央教育審議会答申「今後の学校における
キャリア教育・職業教育の在り方について（23年1月）

◆キャリア教育の充実
産業界等との密接な連携を図って、教育内容・

方法・研修等を改善・充実する質保証・向上の

ための取組を支援「若者雇用戦略」（24年6月）

◆専修学校のガバナンス改善等
専修学校の特性を踏まえた評価・情報公開
を促進する「ガイドライン」策定、コンソーシアム

等の第3者評価等の取組支援が必要。
★専修学校教育の振興方策等に関する調査研究報告
（23年3月）

◆高等教育の抜本的改革

専修学校の質的向上
　「日本再生戦略」（24年7月）

専修学校の質保証・向上に関する取組等を一体的に推進

専修学校の質保証・向上に

関する調査研究協力者会霞

専修学校の学校評価・情報公開等の仕組み
構築に向けた調査研究（文部科学省）

学校評価ガイドライン裟に

基づくモデルの実証・開亮
　　　　　　　　　（※24年度中策定）

学校評価ガイドラインに基づく「自己評価」

及び企業・経済団体・職能団体等による

外部評価の実践研究
（学校法人、専修学校団休、自治体等）

専修学校のガハサンス改普に資する

学校評価等研修モデルの構築

専修学校教育研究協議会

・専修学校教育の運営等に関する研究

協議（専修学校関係者、中学校・高等

学校進路指導担当者、行政担当者等）

「学校評価ガイドライン」の普及のための

協議会の開催（全国9ブロック）

実践的な職業教育を行う専修学校の学校評価システムの開発

　各専修学校の
教育活動の質の評価

　　専修学校

　社会のニーズを
踏まえた自主的・自立的

専修学校教育
体の質保証・向上
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専
修
学
校
留
学
生
就
職
ア
シ
ス
ト
事
業

　
　
　
　
　
　
（
新
　
規
）

25
年
度
要
求
額
：
79
百
万
円

i
　
．
，

「
ア
ジ
ア
経
済
戦
略
」
の
一
環
と
し
て
、

「
20
20
年
ま
で
に
質
の
高
い
外
国
人
学
生
の

受
入
れ
を
30
万
人
に
す
る
こ
と
」
を
目
指
し
、

工
盤
の
留
学
支
援
」
等
を
進
め
る
。

【
参
考
】
専
門
学
校
に
お
け
る
留
学
生
コ
λ
れ
釈
況

　
◇
貿
堂
生
敷
約
2万
，
50
00
人
【
平
成
23
年
】

　
　
　
　
　
（
留
学
生
総
数
約
14
万
人
の
2
割
）

　
　
◇
主
な
出
身
国
　
中
国
、
韓
国
、
台
湾
な

ン

世
暴
で
は
、
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
我
が
国
で
は
、

●
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
　
　
　
　
　
●
高
度
人
材
受
入
れ
へ
の
高
い
要
請

　
●
国
境
を
越
え
た
優
秀
な
人
材
の
　
　
●
ア
ジ
ア
の
成
長
の
エ
ン
ジ
ン
と
し
て
の

　
　
獲
得
競
争
の
激
化
　
　
　
　
　
　
　
　
日
本
の
技
術
へ
の
ニ
ー
ズ

　
●
高
等
教
育
市
場
の
ボ
ー
ダ
レ
ス
化
　
●
中
小
企
業
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化

専
修
学
校
で
は
、

●
質
の
高
い
外
国
人
学
生
の
積
極
的

　
受
入
れ
へ
の
期
待

●
震
災
・
原
発
事
故
に
よ
る
外
国
人
留
学

生
の
入
学
辞
退
者
が
増
加

ら
、

①
多
言
語
に
対
応
し
た
WE
Bサ
イ
ト
等
に
よ
り
、
日
本
の
専
修
学
校
の
魅
力
を
積
極
的
に
情
報
発
信
し
、
来
日
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
付
す
と
と
も
に
、

②
留
学
生
の
来
日
が
期
待
さ
れ
る
AS
EA
N諸
国
を
含
む
東
ア
ジ
ア
各
国
在
日
大
使
館
を
巻
き
込
ん
だ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
を
推
進

●
海
外
に
生
産
拠
点
を
も
つ
中
小
企
業
や
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
を
図
り
た
い
と
望
む
企
業
が
専
門
学
校
留
学
生
の
採
用
に
一
歩
踏
み

　
出
せ
な
い
実
態
を
と
ら
え
、
企
業
人
事
担
当
者
向
け
の
講
習
会
等
を
展
開
。
日
本
人
学
生
の
海
外
企
業
で
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
、

　
就
職
支
援
等
の
強
化
。

●
外
国
人
留
学
生
の
希
望
の
的
で
あ
る
日
本
企
業
へ
の
就
職
を
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
し
つ
つ
、
海
外
展
開
を
進
め
る
日
本
企
業
が
欲
し
て

　
や
ま
な
い
高
度
ブ
リ
ッ
ジ
人
材
を
マ
ッ
チ
さ
せ
、
学
生
と
企
業
の
相
互
が
メ
リ
ッ
ト
あ
る
関
係
を
築
く
こ
と
で
、
日
本
の
専
門
学
校
に

　
対
す
る
信
頼
を
醸
成
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

日
本
再
生
戦
略
（
H
2
4
．
7
．
3
1
）
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轟
躍
購
講
講
灘
瓢
戴
縷
騨
毫
購
灘
綴
難
び

実
施
主
体
推
進
協
議
会

産
学
官
に
よ
る
推
進
協
議
会
を
設
置
し
、

専
修
学
校
や
専
門
高
校
等
を
拠
点
に
、

①
被
災
地
の
人
材
ニ
ー
ズ
の
把
握
や

②
実
施
機
関
の
推
進
体
制
の
構
築
を

行
う
。
＊
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
配
置

専
修
学
校
、
専
門
高
校
、

大
学
・
短
大
、
高
等
専
門
学
校
等

産

企
業
、
農
業
組
合
、
商
工
会
、

社
会
福
祉
協
議
会
等

地
元
自
治
体
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等

　
　
　
　
　
　
　

1【
短
期
的
課
題
】

iO
震
災
の
影
響
に
よ
る
人
材
需
給
の
ミ
ス
マ
ッ
チ

　
【
中
長
期
的
課
題
】

1 　0
被
災
地
の
人
材
育
成
に
よ
る
本
格
雇
用
の
創
出
に

　
　
つ
な
げ
、
復
興
を
強
力
に
推
進
し
て
い
く
た
め
、

1 　　
震
災
に
よ
る
人
材
ニ
ー
ズ
の
大
き
な
変
化
に
的
確
に

　
　
対
応
し
た
体
制
整
備
が
緊
急
か
つ
重
要
課
題

　 ｛
新
産
業
創
出
や
地
元
産
業
の
復
興
に

1
必
要
な
職
業
能
力
の
向
上
、
被
災
に
よ

1り
失
業
し
た
者
の
学
び
直
し
な
ど
に
よ
り
、

　
　
　
　
の
　
　
の
　
　
　
　
　
え
た

【
専
門
人
材
育
成
コ
ー
ス
等
の
開
鰭
・
実
証
・
開
設
】

①
専
修
学
校
等
に
お
け
る
中
長
期
的
な
人
材
育
成
コ
ー
ス
の
開
発
・
実
証

3繋
懸
雛
i難
嘉
1織
轟

　
　
産
業
界
の
高
度
化
な
ど
に
資
す
る
中
長
期
的
な
教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の

　
　
開
発
・
実
証
を
行
う
・
　
　
　
　
　
　
　
　
嚢
i諸
鑛
ス

②
専
門
高
校
に
お
け
る
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

●
被
災
地
の
産
業
・
資
源
を
生
か
し
た
実
践
的
な
教
育
内
容
を
研
究
開
発
。
産
業
界
の
意
見

を
踏
ま
え
た
学
習
指
導
要
領
に
と
ら
わ
れ
な
い
教
育
課
程
の
編
成
、
生
徒
の
本
格
的
な
現
場

実
習
・
企
業
実
習
、
大
学
や
産
業
界
と
の
共
同
研
究
等
の
推
進
方
策
を
導
入
。

レ

）
｛

③
専
修
学
校
等
に
お
け
る

　
　
短
期
専
門
人
材
育
成
コ
ー
ス
の
開
設
支
援

分
野
　
介
護
、
医
療
情
報
事
務
、
土
木
・
建
築
・
電
気
な
ど

●
　
災
地
で
今
後
も
ニ
ー
ズ
が
高
く
供
給
が
不
足
す
る
福
祉
等
分

　
野
の
教
育
環
境
支
援
を
継
続
実
施
。
被
災
地
以
外
の
専
門
学

　
校
や
病
院
等
か
ら
の
教
員
派
遣
、
拠
点
校
を
中
心
に
被
災
地

　
内
外
の
複
数
校
を
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
す
る
人
材
配
置
等
を
支
援
。

・
　
　
水
産
技
術
者
に
よ
る
実
践
的
指
導

【
専
修
学
校
等
の
就
職
支
援
体
制
の
充
実
強
化
】

被
災
地
（
岩
手
県
、
福
島
県
、
宮
城
県
）
の
就
職
支
援
を
行
う
た
め
、
産
学
の
連
携
に
よ
る

①
合
同
就
職
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
、
②
就
職
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置

【
参
考
：
提
言
等
】

「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
基
本
方
針
」
（
2
3
年
7
月
2
9
日
東
日
本
大
震
災
復
興
対
策
本
部
決
定
）

　
5　
2に
’
1’
し
生
4　
え
人
の
他
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平
成
24
年
9月
7日
（
金
）
現
在

平
成
24
年
度
補
正
予
算
／
平
成
25
年
度
概
算
要
求
・
査
定
に
つ
い
て
（
専
修
学
校
関
係
）

（
単
位
：
千
円
）

　
　
　
　
　
参
　
b

難 　
1

　
買
　
　
　
　
」
　
　
鴫

1繋 　
　
　
　
・
1

ド
∴
　
　
　
　
　
’
，
ト
、
1：
：

栂
慧
　
　
　
　
写

　
　
　
　
　
1

　
　
1　
　
　
　
「

　
　
　
　
鐸
1

莞 ． ㌃
麟
1
轡
「

専
修
学
校
の
質
保
証
・
向
上
に
関
す
る
調
査
研
究
【
新
規
】

24
，
65
6

　
　
　
1

24
，
65
6

10
0．
0％

専
修
学
校
留
学
生
就
職
ア
シ
ス
ト
事
業
【
新
規
】

78
，
91
4

78
．
91
41
　
1
0
0
．
0
％

1

成
長
分
野
等
に
お
け
る
中
核
的
専
門
人
材
養
成
の
戦
略
的
推
進
（
H2
3’
～
）
※
特
別
枠

47
8，
59
8

1，
79
9，
14
7

1，
32
0，
54
9

27
5．
9％

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
を
担
う
専
門
人
材
育
成
支
援
事
業
（
H2
33
号
補
正
～
）
※
復
興
枠

45
0，
00
0

45
0，
00
0

0
　
1
0
0
．
0
％

1

前
年
度
限
り
の
経
費
（
専
修
学
校
教
育
等
の
運
営
改
善
に
関
す
る
調
査
指
導
）

6，
90
1

0
△
6
，
9
0
1

　
　
　
　
1
一
10
0．
0％

前
年
度
限
り
の
経
費
（
専
修
学
校
留
学
生
総
合
支
援
プ
ラ
ン
）

87
，
68
2

0

　
　
　
　
1

△
8
7
，
6
8
2

一
10
0．
0％

1

生
濃
学
膏
政
簾
局
計
上
分
計

1，
02
3，
18
1

2，
35
2，
71
7

1，
32
9，
53
6

12
9。
9覧

私
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
（
教
育
装
置
、
学
内
LA
N装
置
）
（
S
58
’
～
）

19
1，
50
0

17
0，
70
0

△
2
0
，
8
0
0

　
　
　
　
1

一
10
．
9％

私
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
（
耐
震
補
強
）
（
H
2
3’
3
号
補
正
～
）
【
拡
充
】
※
復
興
枠

20
5，
33
5

39
3，
50
3

18
8，
16
8

91
．
6％

私
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
（
防
災
機
能
強
化
事
業
）
【
新
規
】
※
復
興
枠

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

74
7，
37
2

　
　
　
1

74
7，
37
2
　
1
0
0
．
0
％
1

私
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
（
バ
リ
ア
フ
リ
ー
推
進
事
業
）
【
新
規
】

10
，
50
0

10
，
50
0
　
1
0
0
．
0
％

i

私
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
（
太
陽
光
発
電
）
【
新
規
】

3
4
2
0
0

　
　
　
1

34
，
20
0

10
0．
0％

1

私
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
（
エ
コ
改
修
）
【
新
規
】

58
，
71
0

58
，
71
0

10
0．
0％

私
立
大
学
等
研
究
設
備
整
備
費
等
補
助
金
（
情
報
処
理
関
係
設
備
）
（
H
9’
～
）

68
6ρ
00

51
5，
48
0

　
　
　
　
　
1

△
1
7
0
，
5
2
0

　
一
2
4
．
9
％

1
1

専
修
学
校
教
員
研
修
事
業
費
等
補
助
（
S5
3
’
～
）

8，
02
3

8，
02
3

0
　
　
0．
0％

1

私
学
郁
計
上
分
計

1，
09
0，
85
8

1，
93
8，
48
8

84
7，
63
0

77
，
7瓢

国
費
外
国
人
留
学
生
制
度
（
S5
7’
～
）

57
2，
55
2

58
9，
93
8

17
，
38
6
　
　
3．
0％

1

寓
等
敏
青
局
計
上
分
計

57
2，
55
2

58
9，
93
8

17
，
38
6

3．
0瓢

合
　
　
　
計

2，
68
6，
59
1

4，
88
1，
14
3

2，
19
4，
55
2

81
．
7瓢
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平
成
24
年
9月
7日
（
金
）
現
在

《
参
考
》

（
単
位
：
百
万
円
）

高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
（
高
等
専
修
学
校
分
を
含
む
）

15
7，
68
0

16
0，
00
3

2，
3
2
3
　
　
t
5
％

奨
学
金
貸
与
事
業
（
（
独
）
日
本
学
生
支
援
機
構
）
※
一
部
復
興
枠

12
6，
66
9

12
9，
35
1

2
，
6
8
2
　
　
2
．
1
％

緊
急
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
派
遣
事
業

4，
70
2

4，
01
0

△
69
2　
－
1
4
．
7
％

私
費
外
国
人
留
学
生
学
習
奨
励
費
※
一
部
復
興
枠

6，
72
3

6，
38
7

△
33
6　
　
－
5
．
0
％

留
学
生
交
流
支
援
制
度

2，
01
6

7，
80
9

　
　
1

5
，
7
9
3
　
2
8
7
．
4
％

I

公
民
館
等
を
活
用
し
た
「
共
創
の
国
」
づ
く
り
支
援
事
業
【
新
規
】

0
4
0
0

4
0
0
　
1
0
0
．
0
％

1

9




